
 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

本資料は、国際連合薬物と犯罪事務所（United Nations Office on Drugs and Crime:  

UNODC）が毎年公表している世界の薬物問題の現状に関する報告の最新版 

World Drug Report 2022 の Booklet. 3 Drug Market Trends のうち、オピオイドに関す

る部分を  日本語に翻訳したものである。 

下記にしたがって、非営利目的で勝野＊ の責任で要約・翻訳した。翻訳は原典に忠実に行っ

た。 
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前書き 

 

Drugs can kill. 薬物は殺すことができる。 

嗜癖は、薬物を使用している者にとって終わりのない苦悶の闘いである。人々が科学的

知見に基づいたケアにアクセスできなかったり、差別を受けたりすると、苦しみは不必要

に悪化する。薬物使用の結果は、世代を超えて、家族、友人や同僚を傷つける波及効果を

もたらす潜在的な可能性がある。薬物の使用は健康と精神的健康を危険にさらす可能性が

あり、特に青年期初期に有害である。違法薬物市場は、暴力やその他の形態の犯罪と結び

ついている。薬物は紛争を煽り、長引かせる可能性があり、薬物による不安定な影響と社

会的・経済的コストは持続可能な開発を妨げる。 

国際社会全体が、あらゆる場所の人々の健康と福祉を守るという同じ目標を共有してい

る。しかし、薬物政策のアプローチに関する議論では、非医療目的での薬物使用が有害で

あるという事実に根ざした、この基本的で共有された理解が忘れられることがあまりにも

多い。私たちは皆、子供や愛する人が健康であることを望んでおり、近隣や国が安全であ

ることを望んでいる。政策立案者として、違法薬物の栽培は長期的には貧困にあえぐコミ

ュニティに出口をもたらさず、麻薬取引は環境に影響を与え、麻薬取引とそれに伴う腐敗

や違法な流れは法の支配と安定を損なうことがわかる。我々の共通の目標を達成するため

のこれらの共通の脅威及び課題に対する解決策は共有されなければならず、科学的根拠に

基づいていなければならない。この精神に立って、私は国連薬物犯罪事務所 UNODC から

World Drug Report 2022 を発表できることを誇りに思っている。 

この報告書は、パンデミック後の世界で最初の世界薬物報告書である。各国が COVID-

19 とその影響に取り組み続ける一方で、私たちはロックダウンのサイクルから抜け出し、

「新しい標準」に直面している。そして、パンデミック後の世界は、多国間秩序が緊張と

疲労の厄介な兆候を示しているにもかかわらず、複数の紛争、継続的な気候緊急事態、景

気後退の脅威に直面して、危機に陥っている。 

世界の薬物問題においては、事態はさらに複雑になっている。コカインの生産は過去最

高を記録しており、アンフェタミンとメタンフェタミンの押収は急増している。これらの

薬物の市場は、より脆弱な新しい地域に拡大している。 

薬物使用の有害なパターンは、パンデミックの間に増加した可能性が高い。以前の世代

に比べて、より多くの若者が薬物を使用している。また、治療を必要とする者が受療でき

ない状況がある。女性では、ほとんどの場合そうである。女性は非医療目的で医薬品を使

用している者の 40%以上を占め、アンフェタミン型覚醒剤(ATS)を使用している人の 2 人

に 1 人近くを占めているが、治療として ATS を用いているのは女性の 5 人に 1 人である。  

こうした複数の危機を前に、私たちはもっと注意を払わなければならない。ケアは、科

学的根拠に基づいた予防から始まる。私たちの社会が若者に送っているメッセージを真剣

に見つめることを含めて、リスク対する認識や誤解に対処することから始めなければなら
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ない。UNODC の調査によると、大麻の害に対する認識は、大麻が合法化された地域で減

少している。同時に、常習的大麻使用に関連する精神障害や自殺者の割合は、入院数とと

もに増加している。世界の約 40%の国が、大麻を最も多くの薬物使用障害に関連する薬物

として報告している。 

人々、とりわけ若者が情報を持ち、良い選択をするための弾性・回復力を発達させ、必

要なときに薬物使用障害、HIV や関連疾患の科学的根拠に基づいた治療とサービスにアク

セスできることを保証するために、社会全体のアプローチが必要である。 

問題の認識と問題に対処するための必要な資金なしには、効果的な予防や治療はあり得

ない。公共の資源の使途は競合する要求によって限界まで広げられているが、薬物対策へ

の使途を弱めることはできない。私たちは、思いやりとより良い理解を促進する必要があ

る。 

危機におけるケア（注意・対処）とは、緊急時や人道的環境にある人々を含むすべての人

にサービスと不可欠な医薬品を確保することを意味する；パンデミックで取り残された人

々。そして、偏見と差別の障壁に直面している人々等々。 

ケア（注意・対処）は責任の共有においても大切であり、違法な作物栽培を持続的に削減

し、麻薬不正取引の犯罪集団に取り組むための国際協力を新たにする必要がある。 

World Drug Report は、私たちの共同の取り組みに情報を提供するためのデータと洞察

を提供することを目指している。今年版では、薬物と紛争の相互作用、薬物の環境への影

響、大麻合法化の影響を掘り下げるとともに、アフガニスタンの発展の観点からみたアヘ

ン剤市場の問題からダークウェブにおける薬物販売まで、薬物に関する注目すべきダイナ

ミクスが何であるかを探っている。私は、この報告書が薬物に対する効果的な対応の基礎

となり、世界の薬物問題のさまざまな側面に光を当て続け、加盟国が行動を起こし、人々

の命を救うのを支援するための必要な支援を生み出すことを願っている。  

 

Ghada Waly, Executive Director United Nations Office on Drugs and Crime 

ガダ・ ワリー、国連薬物と犯罪事務所（UNODC）事務局長 
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概要: オピオイド類–薬物の大規模なファミリー 

オピオイドは人体のオピオイド受容体ミュー(μ)、デルタ(Δ)、カッパ(Κ)に作用し、

呼吸を抑制し、喜びの感情を高め、神経系の痛みのメッセージをブロックする。アヘン類

は、ケシに含まれる天然に存在するアルカロイドであり、モルヒネ、コデイン、テバイン

が含まれる。それらの半合成誘導体には、ヘロイン、ヒドロコドン、オキシコドン、およ

びブプレノルフィンが含まれる。オピオイドのクラスには、メサドン、ペチジン、トラマ

ドール、フェンタニルなどのさまざまな合成または医薬品のオピオイドも含まれる。 

 

非医療用オピオイド使用のパターン: 重複、置換、セルフメディケーション、および不注

意による曝露  

オピオイドは一般的に高い乱用誘発性を持つが、特定のオピオイドの特定の乱用誘発は

多くの要因によって決定されるものである。これらの要因には、それぞれのオピオイドの

血液脳関門通過性 (薬物の親油性)；これには個人差がある、オピオイド(主に μ)受容体へ

の結合親和性、および注射または他の方法の使用の容易さなどのさまざまな薬物動態学的

特性が含まれる。 オピオイドの使用と依存は、入手可能性、市場のダイナミクス、需要

の価格弾力性を含む経済的要因によっても影響を受け、人によって異なる場合がある。

World Drug Report 2021 は、それぞれの国における全体の非医療用オピオイド使用の流行

のダイナミクスにおいて重要な役割を果たすさまざまなオピオイドの使用の相互作用にお

ける 3 つの異なるシナリオを示している。 

 > 通常使用されるオピオイドは、その価格、純度、および使用者が知覚する効果と副作

用、ならびに入手可能性と管理手段に応じて、他のオピオイドに置き換えられるか、新

しいオピオイドが試される。  

>自己使用または離脱を管理するために、さまざまなオピオイドが連続的または順次使用

される。このシナリオには、オピオイドアゴイド（作動薬）またはアンタゴニスト（拮抗

薬）療法中を含める。  

>オピオイドの初心者または常用者、時には他の非オピオイド薬を主に使用する者が、不

注意によって、すでに市場で確立されている薬物の混和剤または薬物遮断剤として使用

されるオピオイドを使うことがある。 
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アヘン類の世界的な供給  

アヘン生産は依然として 3 カ国に集中している 

過去 10 年間に違法なアヘン生産が報告された 57 か国のうち、2017 年から 2021 年の期

間に推定された違法なアヘン生産の 97%を 3 か国だけで占めた。アフガニスタンは依然と

して世界最大のアヘン供給源であり、2021 年の世界の違法生産の推定 86%を占めている。

アフガニスタンのアヘンはユーラシアとアフリカ中の市場に供給されており、北米とオセ

アニアへの供給割合はごくわずかである。東南アジア、主にミャンマー(世界生産量の 6%)

とラオス人民民主共和国(約 1%)で生産されたアヘンは、東アジア、東南アジア、オセアニ

アのマーケットに供給されており、一方、ラテンアメリカ、主にメキシコ(6%近く)、コロ

ンビアとグアテマラ(1%未満)で生産されたアヘンは、米国に供給されるヘロインの大部分

と南米の比較的限られたヘロインマーケットを占める。  

 

 

 

 

 

 

 

オピオイドの世界的な供給 
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ケシ栽培の推定面積は 2020 年に減少した  

世界のケシ栽培面積は、2021 年には全体で 16%減少して 246,800 ヘクタールになった。

これは、主にアフガニスタンにおいてケシ栽培面積が 21%減少して 177,000 ヘクタールに

なったことによる。しかし、アフガニスタンの栽培面積は依然として 2019 年に比べると高

く、2011 年に比べると 35%増加している。 

ミャンマーのアヘン栽培面積は、2021 年に 2%増の 30,200 ヘクタールにわずかに増加し

た。2013 年から 2020 年の間には、その面積はほぼ 50%減少したが、2021 年の状況は、こ

の傾向を逆転させるものである。中国、ラオス人民民主共和国、タイと国境を接するシャ

ン州は、引き続きミャンマーのアヘン生産の中心であり、ケシ栽培の総面積の 82%を占め

ている。他のほとんどは、隣接するカチン州とカヤー州にある。 

メキシコの新しいデータは入手できなかった。2018 年 7 月 1 日から 2019 年 6 月 30 日ま

での期間のデータによると、ケシ栽培面積は過去 12 か月間と比較して 23%減少し、21,500

ヘクタールになった。データはまた、ケシ栽培が太平洋沿岸あるいはその近辺に位置する

6 つの州、特に北部のシナロア州とチワワ州、および南部のゲレロ州に集中していること

を示している。  

 

世界のアヘン生産量は 2021 年にわずかに増加した 

ケシ栽培面積の減少にもかかわらず、世界のアヘン生産量は 2021 年も長期的な増加傾向

を続け、前年比 7%増の 7,930 トンとなった。ただ、2017 年のピーク時の 10,240 トンは下

回っている。  

2021 年の増加はアフガニスタンでのアヘン生産量の増加(8%)に大きく起因しており、

2020 年の 28kg/ha から 2021 年には 12kg/ha に 38kg になった。これは、アフガニスタン

の主要なケシ栽培地域で害虫被害や干ばつがなく、作物の病気もなかった 2019 年に観察さ

れたレベルに戻ったことを示している。このように、アフガニスタンにおけるケシの収量

は、メキシコ(2018/19 年に 1 ヘクタールあたり約 21 kg)およびミャンマー(2021 年に 1 ヘ

クタールあたり約 14 kg)よりもかなり高い状況が続いている。しかし、合法的なアヘン生

産からの報告されたアヘン収量よりは下回っている。 

並行して、ミャンマーでも 2021 年にアヘンの収量が改善し、同国のアヘン生産量全体が

2021 年に 4%増加して 30,200 ヘクタールとなり、前年に見られた減少傾向(2013 年から

2020 年の間に 53%減少)が逆転した。  

 

ヘロインの世界的な製造は安定している 

アヘンの消費を考慮に入れると、 2021 年の世界の推定アヘン生産量は、495〜755 トン

のヘロイン(輸出純度で表される)を製造可能な量であり、2020 年(454〜694 トン)および

2019 年(472〜722 トン)と同レベルである。しかし、世界の使用・消費可能なヘロインの

量は、この推定量よりも少ない。これはアヘン、モルヒネ、ヘロインの取締り・押収が行
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われたためである また、供給元と供給先の間における不正取引業者による在庫の蓄積あ

るいは放出に応じて変化する可能性がある。 

 

アヘン系薬物の押収は 2020 年に急増し、過去最高になった 

アヘン系薬物の押収は 2020 年にほぼ 40%急増し、過去最高を更新した。 アヘンの押収

は 37%増加し、モルヒネの押収は 116%、ヘロインの押収は 20%増加した。 

アヘン系薬物に関する検挙・押収は長期的な増加傾向を続け、2000 年から 2020 年の間

に 2 倍以上の量が押収された。押収の増加は、主に主要な生産拠点の近くで押収されるア

ヘンで最も顕著であった。アヘンの押収率(アヘンの形で押収されたと報告された推定生産

アヘンの割合)は、2000 年の 5%から 2020 年には 13%に上昇した。 

過去 20 年間で、アヘン系薬物(アヘン換算で表される)の押収量の増加は、アヘン生産の

増加(60%近く)よりも速く(2000 年から 2020 年の間に 160%近く)、押収率(押収された割

合)が増加したことを示唆している。同時に、これらのデータは、ヘロイン製造の推定、ヘ

ロイン換算で表現されたアヘン押収量、およびアヘン系薬物の在庫量の変化などにおける

不確実性や薬物の純度に関する正確なデータが欠けているため、正確な数値の計算が難し

いにもかかわらず、押収されておらず、使用・消費可能なアヘン系薬物の量が過去 20 年間

に増加していることを示唆するものである。 
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他のオピオイドの供給  

他のオピオイド類は、長期的な上昇傾向の中、2020 年は減少した 

違法に行われた医薬品オピオイドの押収は、2020 年の報告では押収が 83%減少したにも

かかわらず、過去 10 年間でみると明らかな増加傾向を示している。  

しかし、2020 年の減少の大部分は、加盟国による報告、特に西アフリカと北アフリカ(

医療以外の用途でのトラマドールの不正取引が大きな脅威になっている)とアジア(コデイ

ンの誤用が蔓延している)からの報告がなかったことに起因している。これらの非報告国が

平均して前年と同量の違法に行われた医薬品オピオイドを押収したと仮定すると 2020 年の

全体的な減少は 14%に縮小され、2020 年の数値は依然として近年で最も高いものになる。 

国際的な管理下にないオピオイドであるトラマドールは、2016 年から 2020 年の期間に押

収された医薬品オピオイドの報告量の 54%を占める。次いで、主に咳止めシロップの形で

押収されたコデイン(38%)、フェンタニルとその類似体(3%)の押収が多い。  

トラマドールの製造量と押収量の両方が、2018 年にインドで物質が改善された国家管理

下に置かれた後、減少し始めた。  

それにもかかわらず、トラマドールの不正取引はなくならず、部分的にはダークウェブ

に移行した。2020 年、インド当局は、ダークウェブ上で非医療用トラマドールやその他の

向精神薬を不正取引する主要な国際犯罪ネットワークの初めての解体を発表した。同様に

1 年後、国際協力が強化され、トラマドールとタペンタドールの世界的な不正取引を特定

して阻止することができた。新たに出現したオピオイド鎮痛薬も国際的な管理下になく、

一部の市場でトラマドールに部分的に置き換わっているようである。 

しかし、報告された量を統計的に定義された毎日の用量(S-DDD)に変換すると、医薬品

オピオイドの全体的な内訳は変化しており、2020 年では 90%がさまざまなフェンタニル類

似体に関連していることが示された。入手可能なデータからは、より強力な合成オピオイ

ドに継続的な置き変わりが行われていることが示されている。具体的には、フェンタニル

関連物質の間で、またフェンタニル関連物質とフェンタニルに置き換わり始めた非フェン

タニル合成オピオイドの間で置き換わりがみられる。 
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オピオイドの使用（乱用）は依然として高く、2017 年以降にはわずかに増加している 

オピオイドの使用（乱用）は依然として広まっている。2020 年には、過去 1 年間に世界中

で 6,130 万人(範囲:3,650 万人〜7,810 万人)がオピオイドを使用（乱用）したと推定されて

いる。これには、アヘン系薬物を使用（乱用）する者と非医療目的で医薬品オピオイドを使

用（乱用）する者が含まれ、15〜64 歳の世界人口の 1.2%に相当する。オピオイドを使用（

乱用）する者の大多数は男性であり、26 か国のデータに基づく推定では 85%が男性である

とされている。  

2017 年以降、定量的および定性的情報の両方が、オピオイド使用(乱用)の緩やかな増加

を示しており、2020 年には安定化する傾向がある。定性的報告によると、2010 年から

2017 年の間に、ほとんどの国でオピオイド使用（乱用）の減少が観察された。しかし、こ

の変化が実際の現象の結果なのか、単にデータ処理を改善した結果なのかを常に判断でき

ないため、定量的推定によっては、オピオイド使用（乱用）の長期的な傾向を確認すること

は困難である。例えば、世界の推計では 2016 年から 2017 年の間にオピオイド使用が急増

しているが、これは主に アジアとアフリカで新しい推計が利用可能になったことによる

ものである。  

オピオイドの使用（乱用）者の約半数は、過去 1 年間に主にヘロインとアヘン系薬物を使

用（乱用）していた。アヘン系薬物の使用（乱用）は、ほとんどの場合、ヘロインとアヘン

の使用（乱用）であるが、コデインとモルヒネの非医学的使用（乱用）も含まれる。アヘン

の使用（乱用）は、全体的なオピオイド使用の一部を構成するものであり、同様の傾向を示

す。 

 

オピオイドの世界的な使用(乱用) 
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注:*2016 年以降、アジアとアフリカの人口の多い 2 か国(インドとナイジェリア)の経験率と使

用者数に関するデータが利用可能になった。これにより、世界的な推定値が大幅に改善された

が、同時に、以前に得られた推定値との比較は限られたものになった。オピオイド使用傾向指

数は、加盟国(2010 年から 2020 年の期間に年間平均 67 か国)によって報告されたオピオイド

使用の傾向に関する定性的情報に基づいている。「傾向指数」は、増加を報告した国の数から

減少を報告した国の数を差し引いて算出 (「大幅な増加」は 2 ポイント、「一部の増加」は 1

ポイント、「安定的」は 0 ポイント、「一部減少」は-1 ポイント、「大幅な減少」は-2 ポイン

ト)。 
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2013 年以降の減少と 2020 年の安定化 

医療目的で国際的に管理されている医薬品オピオイドの違法な入手の可能性は、2000 年

から 2010 年の間に 2 倍以上になり、2012 年から 2019 年の間には 15%減少し、2020 年は

基本的に安定している。2012 年以降の全体的な減少は主に北米の減少によるものであり、

2010 年以降、州および連邦政府機関は処方政策ガイドラインとモニタリングの強化による

ものである。  

違法に利用可能な医薬品オピオイド全体に占めるアヘン系薬物の割合は、2000 年の 55%

から 2014 年には 65%に増加したが(主にオキシコドンなどのテバイン＊ベースの薬物の重

要性の高まりを反映している)、2020 年までには 61%に減少した。医療目的の合成オピオ

イドの割合の近年の増加は、アヘン系薬物の違法な利用の可能性が低下したことが合成オ

ピオイドの違法な利用可能性の低下よりも顕著であるという事実によるものである。 

S-DDD で表される、2020 年に世界レベルで医療で消費された医薬品オピオイドの最大量

は、コデイン(製剤を含む)、次にヒドロコドン(製剤を含む)、または製剤を除くヒドロコ

ドン、フェンタニル、メサドン、ブプレノルフィン、オキシコドン、モルヒネであった。

コデインは、2020 年に S-DDD で表されるオピオイドの全製剤の 3 分の 2 以上を占めた。

しかし、過去 5 年間の医療のためのコデイン製剤の違法な入手可能性の低下(2016 年から

2020 年の間に 30%の減少)は、オピオイドの違法な入手可能性の全体的な減少よりも顕著

なものであった。 なお、この数値は同期間の医療で使われた医薬品を除くものである(医

療用医薬品消費は 10%減)。 

ヘロイン依存症の代替治療に通常使用される物質であるメサドンとブプレノルフィンの

違法な利用可能性は上昇傾向にあり、薬物治療のためのアゴニスト（作動薬）療法の提供が

世界的に増加していることを示唆している。世界でみると、メサドンはブプレノルフィン

よりも広く違法に利用された。ただ、南アジアと、非常に少量であるが、西アフリカと中

央アフリカは例外である。 

＊テバイン＝thebaine、別名 パラモルフィン (paramorphine) は オピオイド 系 アルカ

ロイド の一種で、 アヘン の少量成分 

 

医療用の医薬品オピオイドの入手可能性 



13 

 

 

 

       

 

 

 

 

 



14 

 

医薬品オピオイドの入手の可能性は、地域間で大きく異なる状況が続いている 

医療目的で国際的に管理されているオピオイドの一人当たりの入手可能な最高量は、北

米に集中する状況が続いており、西ヨーロッパと中央ヨーロッパ、オーストラリアとニュ

ージーランドも世界平均を上回っている。他の地域と比較すると、入手可能性の格差は依

然として非常に大きく、1961 年の単一条約の下で管理されているオピオイドの標準化され

た用量の数は、2020 年についてみると、北米は西アフリカおよび中央アフリカよりも約

7,500 倍高く、2019 年も同様の比率である。1971 年の向精神薬条約のスケジュール III の

下において管理されているブプレノルフィンを含め、管理されたオピオイドの標準化され

た用量の数は、2020 年では北米は西アフリカおよび中央アフリカよりも 755 倍高かった。

S-DDD で表すと、世界の総人口の 84%を占める低中所得国では、国際的に管理されてい

る(1961 年と 1971 年の条約の下で)オピオイドのわずか 7%が消費されたに過ぎない。 
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オピオイドの需要: 地域分析  

オピオイドの使用（乱用）は事実上普遍的にみられる現象であり、ほとんどの使用（乱用）

者はアジアと北米で見られる 

オピオイドの非医療的使用（乱用）は、世界のすべての地域およびほぼすべての国で報告

されている。オピオイドの経験率は、北米、南西アジア、オセアニア、南アジアで最も高

い。人口規模から、オピオイド使用（乱用）者の推定数が最も多いのは南アジアであり、次

いで北米である。  

オピオイドの経験率の観点から調べると、最も使用（乱用）されていると報告されたオピ

オイドは、ヘロイン(報告国の半分(70)、非医療用の医薬品オピオイド(報告国の 4 分の

1(35)、アヘン(16 か国)、トラマドール(11 か国)であった。非医療用途でのコデイン、ブ

プレノルフィン、フェンタニルなどの他のいくつかの医薬品オピオイド使用（乱用）につい

て報告している国は少数であった。また、ある国で最も広く使用（乱用）されているとされ

るオピオイドに関するデータは、他のオピオイドの使用（乱用）を覆い隠している可能性が

ある。例えば、チェコでは、一般人口の 1.5%が過去 1 年間に少なくとも 1 回は非医療的に

医薬品オピオイドを使用（乱用）していたと報告されているが、ヘロインは治療を求める者

の間で最も使用（乱用）された薬物であった。  

現在、世界には 2 つの主要なダイナミックに進行する非医療用オピオイド使用（乱用）の

流行があるが、どちらも低コストで製造されたオピオイドが比較的入手しやすいことによ

って引き起こされている。1 つは、北米でヘロインや他の薬物と混合して違法に生産され

たフェンタニルに関連している。2 つ目は、北アフリカ、西アフリカ、中近東、南西アジ

アで影響を及ぼしているトラマドールの非医療的使用（乱用）に関するものである。 

北米のオピオイド危機は、オピオイド使用（乱用）者数の大幅な増加ではなく、オピオイ

ド使用（乱用）の極めて高い経験率（同一人の使用（乱用）頻度の高さ）によるものである

が、フェンタニルとその類似体の高い効力のために、薬物の過剰摂取による死亡率を前例

のない高さに押し上げている。COVID-19 パンデミックの間、過剰摂取による死亡の増加

傾向はさらに悪化した。 

アフリカでは、トラマドールの非医療的使用（乱用）が広がっている可能性があり、それ

は一部の国での治療需要の増加に反映されている。これらの国では、まだ過剰摂取による

死亡の増加はみられないが、そのほとんどでは、薬物関連の死亡の体系的なモニタリング

が行われていないことに留意する必要がある。  

ただ、トラマドールの過剰摂取に関連する死亡が発生した場合でも、ヨーロッパなどの

他の地域で明らかにされているように、2 つの薬物の効力が劇的に異なるため、トラマド

ールに関連する死亡率はフェンタニルに関連する死亡率よりも低いと予想される。 

 

オピオイド市場の地域パターンと動向 
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バハマ、バングラデシュ、ブータン、ナイジェリア、フィリピン、南アフリカ、ジンバ

ブエなどの多くの国では、コデインまたはコデインベースの製剤の誤用など、他のダイナ

ミックに進展する非医療オピオイド使用（乱用）の危機が存在する可能性がある。ただ、こ

れについてのデータは不足している。 
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異なるオピオイド間の相互作用の例: 米国  

米国のオピオイド市場は、歴史的にヘロインの使用と医薬品オピオイドの非医療的使用

の間で変動してきた。非医療用オピオイド使用の流行は現在、ヘロインがフェンタニルと

混入されているか、時には完全に置き換えられている。  

医薬品オピオイドの非医療的使用は 1997 年に増加し始め、疼痛管理、特に慢性の非癌関

連疼痛管理のためのオピオイドの処方の増加と一致し、その年から 2005 年の間に、その処

方の数は 500%以上急増した。  

医薬品オピオイドの非医療的使用への開始の増加の傾向を変える要因の中には、それら

のオピオイドが「違法な」薬物を使用するという汚名を負わず、品質や投与量の変動による

影響が少ないため、ヘロインよりも安全であると考えられていたことがあった。2010 年か

ら 2013 年の期間に実施された研究では、オピオイドの最近の新規使用者は、ほとんどの場

合(症例の 75%)、医薬品としてオピオイドを投与された都市化されていない地域に住む高

齢の男性と女性(そのようなユーザーの 75%)である可能性が高いことが示された。これは

1960 年代にヘロインを使い始めた回答者が主に若い男性(83%)であり、最初に使用された

オピオイドがヘロインであったのとは対照的である。  

2006 年以降、米国の一部でヘロインの使用が徐々に増加したことが観察されたが、これ

は主に、純度の高い安価なヘロインが入手できるようになったことと医薬品オピオイドの

処方の変更に起因するものであり、値崩れなく、医薬品は誤用されにくくなった。医薬品

オピオイドの非医療的使用からヘロインの使用への移行は、その多くは医薬品オピオイド

使用が乱用パターンを維持するには費用がかかりすぎると考えてヘロインに切り替えた使

用（乱用）者の一部のグループにおける嗜癖の進行の一部としてみられるものである。この

傾向は、特に若者の間でみられ、彼らは麻薬の売人を通じるとより確実に薬物を入手でき

ると考え、医薬品のオピオイドよりも強力で費用効果が高いと考えていた。 

2002 年から 2004 年および 2011 年から 2013 年の間に、ヘロインの使用は、医薬品オピ

オイドの非医療的使用を自己申告した者の間で 139%増加した。2002 年から 2004 年の期

間の全国データを調べた研究では、18 歳以上の人口の中で、ヘロイン使用者は、ヘロイン

を使用しなかった者よりも、前年にオピオイドの非医療的使用を報告したケースが 3.9 倍

高く、オピオイドの乱用または依存になる可能性が 2.9 倍高いことが示された。  

米国の経験によると、特定の条件下では、競争力のある価格でのヘロインの入手可能性

の増加は、薬物の負のイメージにもかかわらず、ヘロイン使用の一般的な増加につながる

可能性がある。2005 年から 2018 年の間に記録されたヘロインの入手可能性の増加は、処

方オピオイドの誤用（乱用）をする既存の集団によって引き起こされたものである。医薬品

オピオイドの処方に対する管理が改善された後、そのグループは主にヘロインに切り替え

た。 

2020 年の米国では、過去 1 年間に約 70 万人がヘロインと非医療目的医薬品オピオイド

使用の双方を行っている。その傾向のため、薬物の過剰摂取による死亡のケースにおける



22 

 

ヘロインの死後所見増加に反映されている。しかし、北米でのヘロインに起因する過剰摂

取による死亡の最近の増加のほとんどは、  麻薬の売人や人身売買業者によってヘロイン

と混合されたフェンタニルによって引き起こされていると推測されている。 
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オピオイドの供給: 地域分析  

違法な医薬品オピオイドの押収は、アフリカが飛びぬけている；アジアと北米での押収も

顕著である  

2016 年から 2020 年の間に押収された医薬品オピオイドの最大量がアフリカで報告されて

いる。これは主にトラマドールの押収を反映しており、押収された世界の全体量(キログラ

ム換算)の 54%を占めている。しかし、世界におけるアフリカの医薬品オピオイドの押収

に占める割合は、明らかに減少傾向にある。これは、著しく増加したアジアとは対照的で

ある。アジアで押収された主な医薬品オピオイドはコデインである。押収された医薬品オ

ピオイドの量を純度調整して S-DDD に変換した場合、近年の医薬品オピオイドの世界的

な押収のほとんどは、北米に起因する亜地域でのフェンタニルとその類似体の大規模な押

収を反映するものである。  

 

アヘン類の押収は依然としてアジアに集中している 

2020 年、世界で押収されたヘロインとモルヒネのほとんどは、これまでと同じようにア

ジアで押収されたものであり、押収量は前年と比較して約 46%増加した。この数値は、南

西アジアでの押収量が 60%以上増加したことが大きく影響している。これには、その亜地

域、および中東近郊地域を構成するより広い亜地域では、アヘン類の世界的な押収の割合

は、2019 年の 50%から 2020 年には 67%に増加し、アジアでは 77%から 85%に増加した

が、これにはイラン・イスラム共和国とパキスタンによって報告された押収量増加が関連

している。ヘロインとモルヒネの押収増加を報告した他の地域は、南アジアとオセアニア

であった。一方、ヨーロッパ、南北アメリカ、アフリカのすべての亜地域を含むほとんど

の地域では 2020 年に減少した。 
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モルヒネとヘロイン密造の地域分布  

2013 年から 2019 年の間における、世界レベルのヘロインの平均年間潜在的密造量は、

年間約 550 トンと推定されている。この数値は、アヘン生産の数値から得られた推定値を

ヘロインの典型的な輸出時純度を 50〜70%と調整して求めたものである。 

生産されたアヘンの量は衛星画像を使用して科学的に推定、「地表物体の一般的特徴

Ground Truth」演習によって確認し、ケシ畑で見つかったケシの球根の数とサイズを加味

して推定された収量であるが、ヘロイン密造の推定はそれほど精度の高いものではない。

実際の密造場所を特定するための信頼できる方法は存在しない。しかし、容易に入手可能

ないくつかの指標は、少なくとも暫定的に、モルヒネおよびヘロインの密造における特定

の地域の重要性を推定することを可能にする。  

このプロセスはさまざまであるが、大まかに言えば、密造段階が行われる場所を特定す

ることから始まる。第一段階では、アヘンはモルヒネに変換され、第 2 段階では、モルヒ

ネはヘロインに変換される。これらの段階は、さまざまな国で行われる可能性がある。ア

ヘン生産の分布を、モルヒネの押収との組み合わせで見ると、ヘロイン密造の最初の段階

のほとんど、すなわちアヘンのモルヒネへの変換は、2013 年から 2019 年の期間、アヘン

が生産される場所の近くで行われたことがわかる。モルヒネ密造の大部分は南西アジアで

行われたと考えられる(アヘン生産の推定に基づいて求めた総密造 83%からモルヒネの押

収に基づいて求めた総密造 98%の範囲で。なお、後者の上限は、密造場所についてのエビ

デンスではなく、他の地域でのモルヒネ押収率が低いことを反映している可能性がある)。

モルヒネ密造は、東南アジアと南北アメリカがそれに続く。  

モルヒネをヘロインに変換する第 2 段階が行われる場所は、(a)モルヒネの入手可能性の

程度の指標としてのモルヒネの押収量、および(b)検知されたヘロイン密造所の数から推定

することができる。このようにして導き出された推定値は、モルヒネのヘロインへの処理

のほとんどが、依然としてアヘン生産場所の近く、すなわち主に南西アジア、続いて東南

アジアで行われていること、一部の処理は主要なヘロイン密売ルートに沿って行われてい

ること、そして消費国ではそれほど重要ではないレベルでの処理しか行われていないこと

を示している。  

ヘロインは、不正取引ルート沿いや目的国で混入剤と頻繁に混合される。  

これらの指標を使用する際には考慮しなければならない注意点がある。モルヒネおよび

ヘロイン密造の地理的分布の推定値は、使用される指標の質および密造のレベルおよび場

所を記述する際の関連要因に依存することに留意すべきである。たとえば、モルヒネの押

収は、供給レベルよりも法執行能力と優先順位を反映している可能性がある。同じことが 

ヘロイン密造所の解体にも当てはまる。さらに、解体された密造所の規模が異なる可能性

があり、不正取引の地域分布を歪める可能性がある。さらに、加盟国が報告したデータに

おけるヘロイン密造所の構成の定義は非常に広く、ヘロイン密造所自体だけでなく、ヘロ

インを他の製品で希釈および混合する施設、ヘロインが包装される施設、ヘロイン密造に
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使用される化学物質が保管されている場所、および投棄場所とさまざまである。このため

特に消費地域で報告された密造所の数と密造の範囲が膨らむ可能性がある。最後に、これ

らの指標の報告は国や地域によって不均一であり、さらなるバイアスを生み出している。

モルヒネの押収も年ごとに大きく変動するが、それでも長期の合理的な推定値を提供する

のには役立つ。 

各指標には欠点とバイアスがあり、地域の密造業の正確な割合を計算することはできな

いが、それらの情報を組み合わせる（三角測量）することで、かなり正確な全体像が得られ

る可能性がある。  

 

i UNODC, World Drug Report 2021, Booklet 3, Drug Market Trends: Opioids, Cannabis 

(United Nations publication, 2021).  
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バルカンルートは依然として主要なアヘン類不正取引経路である  

押収データによると、世界で最も重要なヘロインとモルヒネの不正取引ルートは、アフ

ガニスタンからイラン・イスラム共和国を経由してトルコ、そしてバルカン諸国を経由し

て西ヨのーロッパと中央ヨーロッパへと続くものであり、世界中のヘロインとモルヒネの

押収の約半分は、このいわゆる「バルカンルート」に沿った国々で行われている。  

2020 年には大きな変化があった。ヘロインとモルヒネの押収は、アフガニスタンに隣接

する国々、特にイランとパキスタンで大幅に増加した。一方、バルカン諸国と西ヨーロッ

パと中央ヨーロッパの目的地の国々では減少した。  

アフガニスタンで生産されたアヘン類の主な直接の出口は、パキスタンと推定されてお

り、パキスタンでの押収量は、2020 年に世界で押収されたすべてのヘロインとモルヒネの

29%近くを占めている。押収の内訳は、国内消費向け、イラン・イスラム共和国内外への

不正取引、南アジア(世界の押収の 4%)、特にインド、また東アフリカ(1%)への南ルート

に沿った不正取引である。2020 年における世界的のヘロインとモルヒネの押収の約 2%を

占める別の重要なルートは、南西アジアから中央アジアとトランスコーカサス地方、そし

てロシア連邦または西ヨーロッパと中央ヨーロッパへと続くものである。 

ミャンマーを中心とした東南アジアを原産地とするアヘン類の場合、主要ルートは東ア

ジア、東南アジアの他の場所、オセアニアにあり、これらを合わせると、ヘロインとモル

ヒネの世界的な押収の 7%を占めている。南北アメリカのルートは南から北に、主にメキ

シコから、または程度は少ないが南米、特にコロンビアから米国に流れており、これら 2

つのルートは 2020 年の世界の押収の合計 5%を占めている。  
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COVID-19 パンデミックは全体的な違法薬物不正取引パターンには影響を与えていない。

しかし、ヘロイン不正取引パターンに影響を与えた。 

COVID-19 のパンデミックは、最も主要なヘロイン不正取引回廊としてのバルカンルー

トの地位を変えていないが、2021 年に元に戻る前の 2020 年のヘロイン不正取引には影響

を与えた。  

一部の不正取引業者は、パンデミックの最中、ヘロイン出荷のためにバルカンルートを

回避しようとし、流れを南ルートにシフトしようとしたと思われる。これは、パンデミッ

クの発生以来、アラビア海で最大 1.3 トンのヘロインの大規模な押収増加があったこと、

また 2020 年に同様の大規模な押収が、西ヨーロッパのなかではこれまで例外であった英国

などの多くのヨーロッパの港で西アジアから到着する船において行われたこと、などから

推定される。 これらは主に南西アジアから直接調達されたものであった。  

アフリカへのヘロインの不正取引の基本的なパターンは変わっておらず、ほとんどのヘ

ロインはその後の不正取引のために東海岸に到着している。UNODC 年次報告書アンケー

トを用いてアフリカ諸国から提供されたデータ、および UNODC 薬物監視プラットフォー

ムに記録された個々の薬物押収に基づくと、アフリカ諸国によって報告されたヘロインの

全体的な押収量は 2020 年に前年比で減少を示したが、この傾向は 2021 年に逆転した。  
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特定の亜地域におけるパターンと傾向  

南西アジア  

南西アジアではアヘン類使用（乱用）の経験率が比較的高く、男女格差が大きい。また、

農村部での使用（乱用）率が顕著である。南西アジアを構成する 3 か国におけるオピオイ

ド使用（乱用）レベルは世界平均をはるかに上回っていると推定されており、2020 年の過

去 1 年間の使用（乱用）経験率は 15〜64 歳の成人人口の 3.3%以上であった。 また、2020

年のオピオイド使用（乱用）者は推定 700 万人であり、これは 2010 年にこの地域で推定さ

れた 1.1%の経験率からの増加を反映するものである。オピオイドの使用（乱用）の経験率

は、自己報告に基づく調査からの推定よりもさらに高い可能性がある。例えば、イラン・

イスラム共和国の産業労働者を対象とした調査では、3.8%が過去 30 日間にオピオイドを

使用（乱用）したと自己報告したが、尿サンプルの検査では 14.4%がオピオイド陽性を示し

た。オピオイド使用（乱用）のサブセットとして、この地域でのアヘン類使用（乱用）の経

験率も世界平均よりも高いと推定されており、昨年は約 1.8%であった。アフガニスタンと

イラン・イスラム共和国ではアヘンが主流であり、パキスタンで使用（乱用）された主要な

アヘン類はヘロインであった。この地域での他のオピオイドの使用（乱用）にはコデイン、

トラマドール、転用メサドンの非医療的使用が含まれる。 

アヘン使用（乱用）の経験率は、2013 年、イラン・イスラム共和国では一般人口の 1.5%

と推定され、学生などの一部のグループではより高いレベルであった (2017 年には 4%)。

なお、アヘン乱用の広がりは過去 30 年間でみると、イランの若者の間で低下していると報

告されている。アフガニスタンの成人(15 +歳)の最近のアヘン使用（乱用）は 0.5〜5.7%の

範囲と推定され、2018 年の 15〜18 歳の高校生の過去 1 年間の経験率は 2%であった。  
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この地域の薬物使用（乱用）におけるジェンダー格差は、世界レベルでの格差よりも大き

い。たとえば、イラン・イスラム共和国での調査では、男性のアヘン使用（乱用）の経験率

は女性の約 13 倍であり、世界平均（5〜6 倍）の 2 倍以上であると推定されている。オピオ

イド使用（乱用）の経験率は、アフガニスタンとイラン・イスラム共和国の農村部で最も高

い。たとえば、オピオイドの使用（乱用）は、他の地域の状況とは対照的に、アフガニスタ

ンの農村人口の 10.1%でみられ、都市部の 3 倍であった。南西アジアは引き続きアヘン類

の世界的な供給を担っている。南西アジアは 1990 年代世界のアヘン生産の大部分を占めた

が、2002 年以降もその状況が続き、この地域でのアヘン類の不正取引と押収のレベルが非

常に高いことにつながっている。2020 年に世界中で押収されたすべてのアヘン類 (ヘロイ

ン換算)の 4 分の 3 以上が南西アジアで押収された。アフガニスタンは依然として世界最大

のアヘン生産国であり、ケシ生産の中心はパキスタンとの国境のヘルマンド州である。ア

フガニスタンのケシ生産の約半分はヘルマンド州で行われており、すべての農地の 20%が

ケシ栽培で占められている。 
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アフガニスタンでは次に何が起こるだろうか? タリバンの政権復帰後の 3 つの考えられる 

シナリオ  

2021 年において、アフガニスタンが世界の違法アヘン生産の約 86%を占めていることを 

考えると、政変による国内での生産の突然の変化は、アヘン類の世界的な供給に大きな影

響を与えていると考えられる。2021 年 8 月のタリバンの政権復帰は、法の支配、安全保障

と社会経済の発展さらには薬物生産と密接に関連している様々な事象に影響を与えている

と思われる。このため、アフガニスタンにおけるアヘン生産に起こっていると考えられる

少なくとも 3 つの相反するシナリオがある。 

 

シナリオ 1:アヘン生産の拡大 

 最初のシナリオは、「社会経済的発展の減少および政府資源と薬物生産と不正取引を統制 

するためのスキル間に見られるギャップ  (麻薬関連の犯罪と闘うという政治的意志の有無 

にかかわらず)が複合的に、アヘン生産の劇的な、あるいは段階的であっても大幅な増加に 

つながる。」というものである。  

 

このシナリオの可能性はどのくらいだろうか?  

社会経済的発展の侵食はすでに顕著になっており、アフガニスタンは 深刻な経済問題、 

特に大規模な飢饉の脅威に直面している。 2021 年 10 月に国連食糧農業機関が発表した 

報告書は、アフガニスタンで急激な食料不安に直面している人々の数が冬季(2021 年 11 

月から 2022 年 3 月までの期間)に 2,280 万人、つまり国の人口の 55%にまで増加したと 

警告している。これは:(a) 紛争；2021 年にすでに避難している 350 万人のアフガニスタ

ン人にさらに 70 万人を加えた紛争の勃発、(b)干ばつ；2020 年 10 月から 2021 年 5 月の
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間に 34 州のうち 25 州に影響を及ぼした深刻な干ばつ、(c)海外の 95 億ドル相当の国家資

産の凍結、国の通貨の切り下げ、食料価格の高騰、大量失業に関連する全体的な経済の衰

退、などの結果によるものとされている。これらは、すでに最低限の状態で営みが行われ

ている国にとって大きな課題である。 

2021 年 8 月の政権交代まで、開発援助は国内総生産(GDP)の 22%に相当し、20 年間に

わたって、教育、医療、ガバナンス改革、学校、病院、道路、ダム、重要なインフラプロ

ジェクトなどを含むインフラへの資金提供が支援されてきた。そのような支援がなくなる

と、GDP は大幅に低下し、国の経済全体にとってのアヘン部門の相対的な重要性はさらに

高まる。 

アヘン生産を大幅に削減しようとする政治的意思と能力、そうするために利用できる資

源の範囲は依然として不確実なままである。2021 年 8 月、タリバンはメディアにアヘン禁

止を発表し、2022 年 4 月にすべての薬物を禁止する法令を発したが(詳細は以下を参照)、

この法令の影響は不明のままである。薬物に対する最初のメディア発表から数週間後、タ

リバンはメディアに、経済的困難を克服する方法として、少なくとも一時的に、アヘン栽

培に対してある程度の寛容を表明した。  

現在の社会経済的状況下では、他の状況が変わらなければ、2022 年に生産量が大幅に増

加し、世界のアヘン類供給が大幅に拡大するほぼ確実な可能性がある。しかし、長期的な

アヘン生産拡大の可能性は、アフガニスタンの社会経済的状況とガバナンスの運命だけで

なく、現在アフガニスタン原産のアヘン類によって供給されている世界のアヘン類市場を

拡大する可能性にも及ぶものである。政権交代前のアフガニスタンでは、アヘンの価格は

低下し、比較的低くとどまっていたことから、近年の高レベルの生産により世界のアヘン

市場の需要は、ほぼ完全に満たされていたことが示唆されている。従って、現行の市場の

さらなる拡大の余地はあまりないので、新しい目的市場に目が向けられる危険がある。 

 

シナリオの考えられる影響 

過去 20 年間にアフガニスタンのアヘン生産が増加したシナリオからの起こりうる結果

についての結論。 

2022 年のアヘン生産の突然の大幅な増加は、必ずしもヘロイン製造の同規模の即時の

増加を伴うわけではないが、アヘン生産の増加は最終的にヘロインの製造と不正取引の増

加傾向につながる。過去の押収データは、アフガニスタンからの距離と不正取引手段など

のためにアフガニスタンで生産されたアヘン類が目的国に到達するまでに 1 年から 1 年半

かかる可能性があることを示している。 これは、アフガニスタンでのアヘン生産の最終

的な増加は、一般的には、同じ年内に中近東および南西アジアでのアヘン類の供給の増加

に反映され、1 年後ヨーロッパでの増加につながることを示している。アフガニスタンを

原産地とするアヘン類がバルカンルートの陸路で西ヨーロッパに到達するまでに最大 1 年

かかる場合があるが、アヘン類が直行便で空輸される場合は、はるかに短い時間となる。 
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アフガニスタンのアヘン生産と価格の過去の変動は、アヘン価格が生産の変化に非常に

敏感であることを示している。アヘン生産の拡大とその結果としてのヘロイン製造増加の

可能性は、おそらく生産地のすぐ近くの地域でのアヘンとヘロインの価格の低下を引き起

こすと考えられる。目的地における価格には同じようなレベルでの変更は起こらないと思

われるが、生産量の大幅な増加とそれに伴う純度の向上、そして価格の低下は、ヘロイン

をより入手しやすくするように、市場を変える可能性がある。 

アヘン生産拡大の影響を最初に感じるのは、アフガニスタンに隣接する国々であろう。

イラン・イスラム共和国、パキスタン、中央アジアはすでに高いアヘン類の使用（乱用）

経験率に苦しんでおり、おそらく世界で最も大量のアヘン類不正取引に曝されている。イ

ンドは、ユーザーの面から世界最大のアヘン類市場の 1 つである。アフガニスタンを起源

とするアヘン類の不正取引の激化が、伝統的なバルカンルートに沿った南向きと西向きに

加えて、東向きに起こっている可能性を示す兆候がすでにあるので、インドはアヘン供給

の増加に対して脆弱である可能性がある。その結果、アヘン使用（乱用）の拡大から不正

取引と関連する組織犯罪のレベルの増加にまで及ぶ可能性がある。さらに、アヘン類入手

可能性の増加がヘロインの過剰摂取の増加をもたらす可能性があるかどうか、そして純度

の増加がヘロイン（乱用）によってもたらされる害に影響を与える可能性があるかどうか

という問題がある。同様の結果は、後になって東アフリカやヨーロッパなどのトランジッ

トおよび目的地の地域でも生じる可能性がある。しかし、アフガニスタンでのアヘン生産

の増加によりヘロインの入手が容易になり、ヘロインの使用（乱用）が増加すると言う傾

向が近年のヨーロッパで常に観察されているわけではない。短中期的にみると、ヨーロッ

パにおけるリスクは、ヘロインのより有害な使用（乱用方法）に関連するものである可能

性がある。つまり、ヘロイン使用（乱用）に新しく手を染める者が増えると言うより、こ

れまでヘロイン使用（乱用）を経験した者が、より大量の、より純度の高いヘロインを使

用（乱用）するというリスクである。 

アフガニスタンのアヘン価格の変化が目的国のヘロインの価格と消費に与える影響はか

なり緩やかであると予想されているが、アフガニスタンのアヘン価格に大きな変化が起こ

れば、その影響はより大きくなる可能性がある。 文献レビューから、純度調整されたヘ

ロイン価格が 10%低下すると、ヘロイン使用（乱用）者数が 2.2〜21%(そしておそらく 7

〜11%)の増加につながる可能性があることを示唆されている。 

しかし、ヘロインの価格は、ヘロインの使用（乱用）に影響を与える多くの要因の 1 つ

にすぎない。経済的アクセスの容易さは、薬物使用（乱用）に影響を与える要因の 1 つで

あるので、低価格は薬物使用（乱用）頻度だけでなく、薬物使用（乱用）開始と使用（乱用

）者数にも影響を与える可能性がある。アヘン生産の増加は、小売価格の変動よりもスト

リートレベルのヘロインの純度の上昇に影響を与える可能性がある。ヘロイン純度のレベ

ルについての予測の難しさが増加し、使用（乱用）者の健康リスクをより高める可能性が

ある。しかし、これまでの研究では、ヘロインの純度と過剰摂取の傾向の関連は緩やかな
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ものであることが示されている。 
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アフガニスタン原産アヘンの供給を受ける国におけるアフガニスタンでのアヘン生産 

レベルの上昇により起こりうる結果:  

> アヘン類使用（乱用）者の増加  

> 既存使用（乱用）者の間でのアヘン使用頻度の増加  

> アヘン類に直接関連する過剰摂取による死亡の中程度の増加  

> アヘンの不正取引および関連する犯罪活動の増加 
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シナリオ 2:ケシの新たな禁止および/または生産量の大幅な削減  

このシナリオは、アフガニスタンにおけるアヘン生産が大幅に減少する可能性を考える

ものである。最終的にこれを可能にするには、タリバンによるアヘン禁止、あるいはアヘ

ン経済のメタンフェタミン経済への大幅転換、という 2 つの方向が考えられる。 

 

このシナリオの可能性はどのくらいだろうか?  

このシナリオで検討される両方の要因には、ある程度の妥当性がある。タリバンはすで

に 2000 年に 2001 年に効果的なアヘン生産禁止方策を導入している。一方、メタンフェタ

ミンの製造と不正取引における条件がアヘンと異なるものであるとすると、アフガニスタ

ンでのメタンフェタミンの製造拡大は、少なくとも部分的にはアヘン経済を代替する可能

性がある。  

タリバンはすでに 2021 年 8 月に権力を奪還した際、薬物生産と不正取引の禁止をメディ

アに発表し、2022 年 4 月 3 日には、ケシの栽培、および他の薬物の生産、使用（乱用）、

輸送を全国で禁止することを盛り込んだ法令を発行した。アフガニスタンのケシはすでに

畑にあり、4 月に法令が発行された時点でほぼ収穫の準備ができていたことを考えると、

禁止が 2022 年のアヘンの生産に影響を与える可能性は低いが、それを執行する政治的意

志と能力が整っているなら、将来のアヘン生産に大きな影響を与える可能性がある。 

シナリオの考えられる影響  

アフガニスタンでのアヘン生産の劇的かつ持続可能な削減は、長期的にはアフガニスタ

ン国外でのオピオイド生産に影響を与える可能性がある。すでに確立されているヘロイン

の世界的な需要は、失われたアフガニスタンの生産を補うためにヘロインまたは他のオピ

オイドの供給を必要とすると考えられる。そのような供給は、他の国でのケシの栽培の増

加または新規栽培、あるいは違法に生産された合成オピオイドの増加によって行われる可

能性がある。医療目的のアヘンの合法的な供給は少ない (約 280 トン)のでそれが置換、

転用されたとしてもアフガニスタンでの現在の大規模な違法なアヘン生産(6,800 トン)を

補うことはできないと思われる。アヘン生産の突然の減少(または突然の減少の予想)によ

り最初に顕著となるだろう影響の 1 つは、アヘンの加工と価格へのものであろう。  

アヘン価格は、2021 年にタリバンが権力を握った際、アヘンの供給が突然制限される可

能性を見越したように、2022 年 4 月の法令に対して即座に反応した。農場現場での価格は

2021 年 5 月から 2021 年 8 月の間に 2 倍になった。そして、アヘン栽培にはある程度の許

容度があることが明らかになると、価格は徐々に逆転・低下し、将来のアヘン不足の可能

性に対応するように、2022 年 4 月の法令が発行された時点で、価格は再び上昇した。 

アフガニスタンはすでに過去にアヘン生産の突然の減少を経験している。2000 年の禁止

は短命であったが、最近のアフガニスタンでのアヘン禁止の結果は、2000 年の禁止後の

状況に似るようになる可能性がある。当時、禁止は事実上、南部のヘルマンドとカンダハ
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ールの主要なアヘン栽培州、東部のナンガルハールを含むタリバンの支配下にある地域に

限定されていたが、当時北部同盟によって支配されていたアフガニスタン北東部のバダク

シャン州は含まれていなかった。 

以前のアヘン栽培禁止は、タリバンが権力を握った 4 年後に行われ、段階的に実施され

た。まず、1999 年にケシ栽培を 3 分の 1 に抑制する法令が発行され、1 年後の 2001 年に

ケシ栽培を完全に禁止する別の法令が発行された。これらの法令の後、アフガニスタンの

ケシ栽培面積は、2000 年にそれぞれ 10%、2011 年に 90%減少し、タリバン支配地域では

ほぼ 100%減少した。 

アヘンの栽培とは対照的に、アヘン類の取引は禁止されておらず、アヘン類の価格が急

激に上昇したため、アヘン類の不正取引はより収益性が高くなった。  

2001 年のアヘン禁止は 1 年間にわたって施行された。結果として生じた市場ショックは

短命であり、特に他の場所よりもアフガニスタンで短かった。アフガニスタン原産のアヘ

ン類に関連するヘロインの押収は、2001 年以降になると減少していった。これは、アフ

ガニスタンでのアヘン栽培と生産の劇的な減少の影響が不正取引チェーンに沿ってスムー

ズに吸収されて行ったことを示唆している。  

実行可能な代替手段がないまま、農民は、アヘン栽培禁止によって主要な収入源を失い

最も大きな打撃を受けた。2001 年以降のアヘン生産の大幅な増加は、農民がその債務負

担を軽減しようとする試みに一部起因している。ケシの新たな禁止の経済的影響は、おそ

らく 2001 年よりも農民にとってさらに重要になると思われる。アヘン生産からの利益は

2001 年以降増加している。アヘンによる農民の総収入は、1994 年から 2000 年の間に年

間約 1 億 5000 万ドル(2021 年の恒常米ドルで 2 億 5000 万ドル)と推定され、1999 年には

1 億 8000 万ドルから 2 億 5000 万ドル(2021 年の恒常米ドルでは 2 億 9200 万ドルから 4

億 700 万ドル)に達し、アフガニスタンの GDP の約 5%に相当した。その後の数年間で、

アヘンからの農民の収入は、アヘン生産のレベルとアヘン価格に応じて変化し、2021 年

には 4 億 2500 万ドルに達した。 2019 年、アヘン栽培はアフガニスタンで 191,000 人の

フルタイムの雇用を生み出し、ヘロインの製造とアヘンの不正取引は、栽培と生産を超え

る大きな経済を生み出した。アフガニスタンのアヘン部門からの全体的な収入は、2021

年に 18 億ドルから 27 億ドルに達し、GDP の 6〜11%に相当した。  

アヘン栽培の代替としてのメタンフェタミン製造の大幅な拡大は、潜在的に違法薬物経

済をシフトさせる可能性がある。ただ、これはタリバン政府の政策と能力がアヘンの生産

と貿易の禁止にのみ集中している場合に限る。また、メタンフェタミンによる違法薬物経

済利益の分配はアヘンと同じではない可能性があり、農民が潜在的に損失を被り、他の関

係者は利益を上げる形になる。2022 年 4 月の法令は、メタンフェタミンを含むすべての薬

物の生産と取引を対象としており、アフガニスタンでのメタンフェタミンの製造に使用さ

れる主要な前駆体となるエフェドラ（麻黄）の禁止が、2021 年 12 月にタリバンによって

すでに発表されており、メディア筋によると、メタンフェタミンの卸売価格が 2 倍になっ
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ている。 ただ、アヘンとメタンフェタミンが実際に標的として異なる形で対処されるか

どうかは不明である。  

アフガニスタン以外では、アヘン減産の影響はおそらく徐々に表れると思われるが、そ

れでも最終消費者（乱用者）にとっては重要な問題になる。アフガニスタンの農民は収穫後

に大量のアヘンを在庫しているようには見えないが、不正取引チェーンに沿った在庫は、 

1〜2 年間供給の減少の影響を和らげることができる可能性がある。長期的には、アヘン生

産削減の影響はより大きく現れると思われる。  

アフガニスタン近辺の国々への影響は、より直接的でより大きくなると思われる。イラ

ン・イスラム共和国は 2001 年のアフガニスタンにおけるアヘン禁止の影響をすぐに受け、

その結果、すぐにアヘンの入手可能性が低下し、価格が上昇した。これへの対処戦略とし

て、イラン・イスラム共和国の一部のアヘン使用（乱用）者はヘロインに切り替え、ヘロイ

ン使用（乱用）者は吸入から注射に切り替えている。アヘン類供給の突然の減少の影響は、

アヘン類使用（乱用）者にとって問題となる可能性がある。  

さらに遠く離れた国々では、2001 年のアフガニスタンにおけるアヘン禁止後にヘロイン

の入手可能性の低下が観察された。ただ、それは約 94%のアヘン生産の減少に対応するほ

ど大きなものではなく、軽度であった。これらの国では、新しいアヘン禁止の最初の影響

はより緩和であり、顕著になるまでに時間がかかる。2001 年のアヘン禁止は、これらの国

のアヘン価格に急激な変動をもたらしたが、アフガニスタンでのアヘン生産が 2002 年に再

び大幅に増加したため、すぐに逆転した。西ヨーロッパで起こったアヘン使用（乱用）のダ

イナミクスは、エストニアとフィンランドにおけるヘロイン市場が完全に崩壊したこと、

その後ヘロイン使用障害治療の新たな需要が長期的に減少したこと、そしてこれらの地域

のヘロイン使用（乱用）者が高齢化したことなどに関係していると思われる。ただ、他の要

因のも排除できない。 

2001 年のアフガニスタンでのアヘン生産禁止により、エストニアのフェンタニルやフィ

ンランドのブプレノルフィンなど、他のオピオイドがヘロインに置き換わり、いくつかの

地元のヘロイン市場が崩壊したようである。 このシナリオは、合成オピオイド、特にフ

ェンタニル類似体の製造が過去 30 年間ではるかに広まっていることを考えると、アフガニ

スタンでのアヘン生産が将来禁止されると再び展開される可能性がある。  

ヘロインの供給における突然の混乱は、健康関連の害を減らす可能性を示している。

2001 年初頭、オーストラリアではヘロインの入手可能性が突然劇的に減少したが、その結

果、ヘロイン価格の上昇と純度の低下がみられ、致命的および非致死的なヘロインの過剰

摂取は 40〜85%減少、薬物使用（乱用）者による強盗・窃盗犯罪が全体的に減少した。オ

ーストラリアではヘロインは主にミャンマーから供給されており、アフガニスタンでのア

ヘン禁止が、この年、不正取引業者のミャンマーからのヘロインの代替の供給源を妨げた

。これらの一連のオーストラリアでの出来事は、これに主に関係したものである。  
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アヘンとヘロインが供給されている国におけるアヘン生産レベルの低下が及ぼすと 

考えられる結果：  

> アヘンの使用（乱用）の減少(ただし、アヘン生産の減少よりも低い率で) 

> アヘンによって起こる死亡の減少  

> アヘン使用（乱用）の開始の減少、新規ユーザーの減少  

> アヘン使用者のヘロインの他の薬物への置き換え。その薬物のうちのいくつかは 

ヘロインまたはアヘンよりもさらに有害である可能性がある (フェンタニルとその 

類似体など)  

> アヘン関連犯罪の減少の可能性 

 

 

シナリオ 3:アフガニスタンのアヘン生産に大きな変化はない  

政策介入と社会経済状況に大きな変化が見られない場合、アフガニスタンのアヘン市場

は需要と供給のダイナミクスに従うと考えられる。 

 

シナリオの可能性はどのくらいだろうか? 

高レベルのアヘン生産、アヘン価格の下落(2021 年の政情不安による急騰前)、アヘン類

の安定したユーザー数などのアヘン市場指標の傾向はすべて、アフガニスタンのアヘン市

場が飽和状態に近い可能性があることを示唆している。 アフガニスタンを原産地とする

アヘン類の新しい市場が出現するか、既存の市場が供給主導の拡大をより積極的に行なお

うとしない限り、アヘンの栽培と生産のレベルは目立って変化しないと思われる。  

 

シナリオの考えられる影響  

アヘンの価格は、単独でも、他の合法作物の価格と比較しても、高価格であることが農

民に他の作物よりもアヘンを選択するインセンティブを提供する。このことが栽培レベル

に関する決定要因の 1 つになっている。近年、アフガニスタンで観察されたようなアヘン

生産の大幅な増加は、それに続いて、アヘン価格の大幅な下落が起こり、この繰り返しの

結果、農民のケシ栽培に対するするインセンティブが低下した。従って、アヘン市場のダ

イナミクスによってだけでも生産量の減少につながる可能性がある。アヘン市場における

2021 年のアフガニスタンの地位の低下は、すべての輸入品の価格を上昇させ、代替作物が

より魅力的になる可能性があるため、アヘン生産のインセンティブをさらに低下させる可

能性がある。  

アフガニスタンの治安状況の改善は、農民に市場で農産物を販売する機会も増加させて

いる。しかし、他の農産物の販売は市場で行われるのに対して、アヘンは、買い手が農場

に直接来るため、農家にとってはアヘンの販売は他の農作物より容易である状況がある。 
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アヘン生産のレベルが変更されていない場合の考えられる結果:  

> アヘン使用のレベルは変わらない。  

> 市場は需要と供給に反応する。  

> 農家は他の作物栽培へと多様化する。 

 

 

東南アジア  

東アジアおよび東南アジア:ミャンマーとベトナムを除いて、オピオイドは薬物需要におい

て、その割合が小さくまたは減少するようになる可能性が高い    

東アジアおよび東南アジアにおけるオピオイド使用（乱用）の推定経験率は、世界平均よ

り比較的低い。2020 年には、15〜64 歳の地域の人口の 0.2%が過去 1 年間にオピオイドを

使用（乱用）しているが、これは 310 万人のユーザーに相当する。推定経験率は、0.3%だ

った 2010 年以来比較的安定している。ただし、この地域のほとんどの国では、最近の全国

調査データが入手できないため、実際のオピオイド使用（乱用）の全体的なレベルを知るこ

とは難しい。 

2019 年から 2020 年の間、オピオイド使用（乱用）者は、ミャンマー(ほぼ 90%)、ベトナ

ム、中国(それぞれ約 40%)、マレーシア(36%)で薬物使用（乱用）による障害の治療を受け

た者のかなりの割合を占めた。シンガポールではその割合は低く(14.7%)、この地域の他

の国々でもオピオイドによる障害は薬物治療において比較的小さな割合を占めるに過ぎな

い (治療を受けた者の 5%未満)。ミャンマーとベトナムは、オピオイド使用（乱用）によ

る障害の治療を受けた者の数が増加していると報告しており、ベトナムは合計 162,225 人

のオピオイド使用（乱用）者が 2017 年から 2020 年の間にオピオイドアゴニスト治療プロ

グラムで治療されと報告している。これは過去 5 年間と比較して 10%の増加である。  

使用（乱用）されるオピオイドの種類に関しては、この地域のハイリスクの薬物使用（乱

用）者の間で最も普及しているオピオイドは、群を抜いてヘロインであり、次にアヘンが

続く。メサドン、コデイン、モルヒネの非医療的使用（乱用）も報告されている。東ティモ

ールでは、使用（乱用）されている最も一般的なオピオイドはトラマドールの非医療的使用

（乱用）が報告されている。 

中国では、国家の薬物使用（乱用）者登録簿のデータによると、過去 10 年の間にオピオ

イド(主にヘロイン)の重要性が低下し、登録使用（乱用）者の間でアンフェタミンの重要性

が高まっている。しかし、COVID19 パンデミックに関連する規制薬物の入手可能性の混

乱により、その年に中国当局によって特定された薬物使用（乱用）者が少なくなったため、

2020 年のこの傾向の経過は不明である。中国でオピオイドの登録使用（乱用）者が最も使

用（乱用）した薬物はヘロインであった。医薬品オピオイドの非医療的使用（乱用）もみら

れた。例えば、2017 年に行われた大規模全国学校調査では、生徒の 2.1%が、過去 1 年間

にコデイン、「甘草錠」(アヘンを含む)、塩酸トラマドール、ジフェノキシレートなどを含
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むカテゴリーの医薬品オピオイドの非医療的使用（乱用）を報告し、そのうちの 0.6%は高

頻度に使用（乱用）していた。中国全土の 30 都市で実施された全国的な廃水分析による研

究では、2019 年までフェンタニルまたはトラマドールの有意な非医療的使用（乱用）が行

われた証拠は見つからず、特定された薬物使用（乱用）レベルは一般的に低く、廃水中に検

知された薬物のほとんどは処方箋で発行された医薬品であった。別の研究は、ヘロインの

使用（乱用）は 2019 年を通じて全体ではほぼ安定していたと結論付けたが、中国南西部、

中部および北西部ではより高いレベルのヘロイン使用（乱用）を観察していた。また、相関

分析によってヘロインとコカインの使用（乱用）など多剤使用パターンがあると推定してい

る。 

 

 

 



48 

 

 

 

 

ヨーロッパ: 新規のオピオイド使用（乱用）者数の増加はない。一方、高齢化していると

思われる使用（乱用）者の大半は薬物治療を受けている可能性が高い  

ヨーロッパでのオピオイド使用（乱用）の推定経験率は世界平均よりも低く、15〜64 歳の

人口の 0.7%、つまり 360 万人のオピオイド使用（乱用）者がいる。この地域内では、東ヨ

ーロッパおよび南東ヨーロッパの亜地域の推定経験率(0.8%)が西ヨーロッパおよび中央ヨ

ーロッパ(0.6%)よりもわずかに高い。 ヨーロッパのオピオイド使用（乱用）者の大部分は

アヘン類の使用（乱用）者であり、経験率は 0.6%である。言い換えると、ヨーロッパの 360

万人のオピオイド使用（乱用）者のうち 310 万人が 2020 年にアヘン類を使用（乱用）した

と推定される。 

薬物治療記録と調査データによると、ヨーロッパで、これまでで最も使用（乱用）されて

いるオピオイドはヘロインであるが、一部の国では、医薬品オピオイドの非医療的使用（

乱用）のレベル がヘロインの使用（乱用）レベルよりも高くなっている。一方、フィンラ

ンドや最近までのエストニアなどの一部の国のハイリスクオピオイド使用（乱用）者の間で

は、ヘロイン以外のオピオイド（フィンランド＝ブプレノルフィン）（エストニア＝フェン

タニル）が多く使用（乱用）された。  

ブプレノルフィンやメサドンなどの転用されているオピオイド代替治療薬は、非医療的

に使用（乱用）されるオピオイドのなかで 2 番目に普及しているグループの薬物である。

また、違法に製造された合成オピオイドの存在も報告されている。トラマドールとフェン

タニルの非医療的使用（乱用）は、比較的限られた規模であるが、ヨーロッパで報告されて

いる。トラマドールは毎年数百人の死者を出しているが、通常いくつかの国に集中してい
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る。エストニアではフェンタニルの使用（乱用）が減少している一方、他のオピオイドが広

がっている。例えば、エストニア、スイス、英国の薬物関連の死亡例や他のいくつかのヨ

ーロッパ諸国の法執行データに示されている強力な合成オピオイドであるイソトニタゼン

などがある。しかし、イソトニタゼンは、使用（乱用）者がそれを単独で直接使用（乱用）

するのではなく、違法市場で主にヘロインと混合されたものであるようである。  

いくつかの指標を組み合わせてみると、ヨーロッパにおけるオピオイド使用（乱用）の長

期的な傾向は安定しているか、緩やかな減少を示していると考えられる。オピオイド使用

（乱用）障害による薬物治療での新規入院は、主に西ヨーロッパと中央ヨーロッパ、ロシ

ア連邦だけでなく、2015 年以降は南東ヨーロッパでも 2010 年以降減少している。欧州連

合では、薬物治療を受けたヘロイン使用（乱用）者のうち、19%が女性であった。  

欧州連合のハイリスクオピオイド使用（乱用）者 (約 100 万人、または 2019 年の 15〜64

歳の人口の 0.35%と推定)のうち、大多数は何らかの形の薬物治療、最も典型的にはオピオ

イド代替治療を受けている (2019 年には 50 万人以上)。さらに 2〜17%が他の種類の薬物

治療を受けている。薬物関連の死亡は中期的には緩やかに増加しているが、近年は安定し

ている。この増加は、この脆弱なグループが高齢化したことによってほぼ完全に説明され

るものである。現時点で、オピオイド使用（乱用）の新規開始の増加を示すはっきりした根

拠はないが、その要因は、薬物に関するモニタリングシステムが薬物使用（乱用）の新規開

始者の検知についての感度が低いか、あるいはその存在の登録が遅延していることによる

可能性がある。 

ロシア連邦では、オピオイド使用（乱用）障害の治療に初めて参加する者の割合は減少し

続けているが、オピオイドは依然として国内で治療されているすべての薬物関連障害患者

の大多数が使用（乱用）する主要なタイプの薬物である。オピオイド依存症の治療を受けた

者は、一般的に慢性の長期使用（乱用）者である。2020 年には、このような患者はオピオ

イド使用（乱用）による障害の治療に初めて参加した者の 34 倍である。 

2020 年、ヨーロッパでのオピオイド関連の死亡は、北米で観察されたような急激な増加

を示さなかった。ただ、一部の国や地域では、長期的な傾向の増加が報告されている。ベ

ラルーシ、フィンランド、イングランドとウェールズ(英国)、オランダ、ノルウェー、ウ

クライナなどの国では、2020 年、オピオイドの死後所見での検出増加を報告している。こ

れらのオピオイドは、主に医薬品オピオイドであった。これらの増加に関係する医薬品オ

ピオイドの種類は多様であり、主にフィンランドではブプレノルフィン、ベラルーシ、ウ

クライナ、イングランドとウェールズ(英国)ではメサドンである。また、他の国ではコデ

イン、ブプレノルフィン、モルヒネ、ペチジン、トラマドール、フェンタニルを含む様々

な薬物検出の増加を報告している。一方、ドイツを含むいくつかのヨーロッパ諸国はオピ

オイドの死後所見での検出の減少を報告している。  
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北米: COVID-19 パンデミックの間、オピオイド関連の死亡は前例のない高水準にまで 

増加した  

北米でのオピオイド使用（乱用）の推定経験率は世界平均と比較して高く、15〜64 歳の

人口の推定 3.4%が過去 1 年間のオピオイド使用（乱用）を報告し、0.7%が 2020 年にア

ヘン類の使用（乱用）を報告している。これは、北米亜地域において過去１年に当該薬物

使用を経験した者はオピオイドで 1,100 万人、アヘン類で 240 万人であったことを意味す

る。  

全国世帯調査によると、2020 年には、米国では 950 万人が過去 1 年間に非医療的にオピ

オイドを使用（乱用）したと推定されている。これらのうち、930 万人が医師の処方箋に

従わない方法で医薬品オピオイドを使用（乱用）し、902,000 人がヘロインを使用（乱用

）、約 70 万人が非医療目的で医薬品オピオイドとヘロインの両方を使用（乱用）してい

た。しかし、一般的な方法論的考察や間接推定法を用いた他の情報源を考慮すると、ヘロ

イン使用（乱用）の経験率はこれらの調査では過小評価されている可能性がある。 

現在最も害を引き起こしている薬物はフェンタニルであり、これは米国の薬物関連の死

亡率に明確に反映されている。2020 年の薬物に関する全国世帯調査には、フェンタニル製

品の誤用に関する質問が含まれていた。提供された回答に基づくと、12 歳以上の対象者の

0.1%(356,000 人)がこれらの製品を誤用したと推定される。ただし、フェンタニルは他の

薬とさまざまな程度に混合されているため、使用者はフェンタニルを使用していることに

気付いていない場合もある。 

2013 年以来、米国では主にフェンタニルによって引き起こされる過剰摂取による死亡の

前例のない増加に直面しているが、ヘロインの割合は減少している。他の非フェンタニル

合成オピオイド(イソトニタジンやブロルフィンなど)も、わずかながらもその割合の上昇

が観察されている。2017 年から 2019 年にかけて、薬物過剰摂取による死亡の増加傾向が

相対的に減速したが、それは当時のカルフェンタニルの入手可能性が相対的に減ったこと

と一致したが、他の要因の関与の可能性もある。フェンタニルによる過剰摂取の現在の上

昇は、主に需要ではなく供給によって推進されていると考えられている。 米国の薬物市

場においてフェンタニルは、一般的に「フェンタニル混入または置換ヘロイン(FASH)」

として識別される「ヘロイン」として販売されている。この状況を増悪するいくつかの市

場要因がある。例えば、フェンタニルは安価であり、効率的に製造することができ、そし

てオンライン市場で販売することができる。最近では、フェンタニルの需要は、その高い

効力と低価格、およびその強い多幸感惹起性によりヘロインに対する耐性が進んだために

失われた陶酔感を経験できるということなどによってもたらされている。フェンタニル混

入ヘロインまたはフェンタニルの使用（乱用）により耐性が高まるにつれて、市場に出回

っている他の薬物は、使用（乱用）者の求めるオピオイド要件を満たすには不十分になっ

ている。 

女性は、2020 年、米国で行われたすべての薬物過剰摂取による死亡の約 30%を占めた。
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同様に、オピオイドが関与するすべての死亡の 29%が女性であった。ヘロインが関与する

死亡における女性の割合はこれらよりわずかに低かった(25%)。しかし、メサドン以外の

合成オピオイドを含まない医薬品オピオイドが関連する症例では、女性は全死亡のほぼ半

分を占めた(47%)。  

2019 年にカナダで実施された全国調査に基づくと、15 歳以上のカナダ人の 1%が過去 1

年間に「オピオイド鎮痛剤の問題のある使用（乱用）」をしていたと推定されている。カ

ナダではまた、合成オピオイド、主にフェンタニルの使用（乱用）増加に関連する薬物誘

発性の過剰摂取による死亡の増加傾向がみられた。フェンタニルは、2021 年前半にオピオ

イドの過剰摂取の結果として死亡した人々のサンプルの 86%で発見された。2017 年以降

のブリティッシュコロンビア州での薬物過剰摂取による死亡の大部分における、薬物投与

の経路は静脈注射ではなく喫煙であり、薬物過剰摂取による死亡における静脈注射の関与

が減少している。これは、米国を含む他の場所で観察されている静脈注射が、薬物過剰摂

取で死亡するリスクと強く関連しているというデータとは異なっている。  

COVID-19 のパンデミックの間、オピオイド関連(主にフェンタニル関連)の過剰摂取死亡

率の上昇傾向は北米でさらに加速した。米国では、薬物に直接関連する死亡者数は 2020 年

に過去最高の 91,799 人に達し、2021 年の暫定推定値は 107,622 人であった。カナダでも

過剰摂取による死亡率が著しく増加しており、四半期あたりのオピオイド関連の死亡者数

は、パンデミック前の数値よりも一貫して約 50%高くなっている。廃水モニタリングプロ

グラムから、パンデミックの発生以来、カナダの都市であるエドモントン、ハリファック

ス、モントリオール、トロント、バンクーバーでフェンタニル消費量が増加していること

が示唆されている。  

これらの増加の理由は完全にはわかっておらず、調査が行われている。考えられる仮説

の中のひとつは、米国の新しい地理的地域へのフェンタニルの拡散がある。一方、フェン

タニルとメタンフェタミンを含む偽造医薬品出現の急激な増加が観察されており、これも

別の要因と考えられる。また、人種的および社会的な健康格差の悪化に関連する要因も考

えられる。さらに、COVID19 パンデミックによって引き起こされた新しい状況も影響を

与えている可能性がある。対面治療へのアクセスの減少につながる社会的距離の尺度や外

出が制限される中での単独のオピオイドの頻回の使用（乱用）も、過剰摂取のレベルの増加

に関連している可能性がある。 

オピオイド危機は、2016 年 4 月のカナダのブリティッシュコロンビア州の州保健官およ

び 2017 年の米国政府によって、公衆衛生上の緊急事態として認識されるようになった。両

国はこの危機と戦うための新しい方法を導入した。カナダは、フェンタニル依存症の治療

薬としてフェンタニル支援置換治療をテストし、同時にまた COVID-19 の陽性またはその

リスクのある薬物使用者を対象に違法薬物供給を医薬品グレードのオピオイド、覚醒剤、

ベンゾジアゼピンに置き換えることを目的とした新しい「安全な供給」プログラムをテスト

している。これは薬物中毒、離脱と COVID-19 への曝露などのリスクを減らすことを目的



55 

 

とするものである。しかし、これらの努力にもかかわらず、過剰摂取による死亡は増加し

続けており、このことは市場のダイナミクスが危害のパターンを増悪するより強い基盤に

なっていることを示している。 

オピオイドは現在、メキシコでは薬物使用（乱用）の大きな割合を占めておらず、一般の

人についての入手可能な最新のデータ（2016 年）は、12〜65 歳の人口の 0.1%が過去 1 年

間にヘロインを使用（乱用）したことを示している。ヘロインは 2020 年にメキシコ国内に

おいて最も多く静脈注射で使用（乱用）された薬物であり、アセチル化アヘンがそれに続い

ている。他のオピオイドの薬物関連治療入院への関与は小さい。 

しかし、メキシコの米国との北の国境近くでは、ヘロイン使用（乱用）経験率が比較的高

いと記録されている。この地域でのヘロインの使用（乱用）は、経済的不利益、セックスワ

ーク、国内避難民、薬物不正取引ルートの存在と関連するものである。特に高いヘロイン

使用（乱用）経験率は、米国からの強制送還者の間で観察されている。メキシコには、ヘロ

インの生産と不正取引、国外追放に関連するトラウマ、オピオイド処方慣行の変更など、

将来のオピオイド使用（乱用）増加の要因となる可能性のある他の危険因子が存在する。さ

らに、北米の他の国と同様に、ヘロインとフェンタニルを混合した薬物がメキシコの北の

国境近くで見つけられている。 
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地域での流行におけるトラマドールの誤用: 

北アフリカ、西アフリカおよび中央アフリカ、中近東/南西アジア  

トラマドールは、中等度から重度の痛みの疼痛の管理に使用される合成オピオイドであ

るが、気分増強効果もある。治療用量よりも高いトラマドールの投与は、モルヒネや他の

オピオイドと同様の依存プロファイルにつながるが、以前の疫学研究では乱用の可能性は

他のオピオイドよりも低いと報告されていた。副作用には、めまい、吐き気、便秘、頭痛

が含まれ、離脱症状には、典型的なオピオイド離脱症状とは別に、幻覚、パラノイア、混

乱、感覚異常も含まれる。この物質の非医療的使用（乱用）は主に経口で行われる。  

トラマドールは国際的に管理されていない。ただ、国レベルでの管理メカニズムはしば

しば実施されている。ほとんどの国では、医療用トラマドールは処方箋のみの薬である。

一般に薬物使用（乱用）に関しては、限られたデータしかないにもかかわらず、トラマドー

ルの非医療的使用（乱用） が過去 10 年間で北アフリカと西アフリカ、中近東、および南

西アジアの一部でより認められるようになり、中期的にみると増加の兆候が見られる。多

くの国が薬物の非医療的使用（乱用）のエビデンスを報告しており、アルジェリア、ブルキ

ナファソ、エジプト、イラク、ニジェール、ナイジェリア、カタール、シエラレオネ、ト

ーゴはトラマドールが自国の領土で最も使用（乱用）されているオピオイド物質であると報
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告している。トラマドールの非医療的使用（乱用）のエビデンスのある他の国にはガーナ、

イラン・イスラム共和国、ヨルダン、レバノン、リベリア、リビア、モーリシャス、モロ

ッコ、サウジアラビア、パレスチナ国、アラブ首長国連邦、イエメンがある。  

各国の一般集団におけるトラマドールの誤用に関する経験率データは多くはないが、存

在する。ナイジェリアでは 2017 年に 460 万人の非医療オピオイド使用（乱用）者がおり、

そのうち 300 万人が男性であると推定されている。これは 15〜64 歳の成人人口の 4.7%に

相当する。医薬品オピオイドの非医療使用（乱用）者のほとんどが過去 1 年間にトラマド

ールを使用（乱用）した者であり、少数がコデインまたはモルヒネを使用（乱用）した。経

験率は女性で 3.3%、男性で 6%であった。医薬品オピオイド使用（乱用）者のなかの合計

20%が、依存に関する自己評価の国際疾病分類および関連する健康問題(ICD-10)基準を満

たしていた。エジプトでは、2016 年に成人人口の推定 3%がトラマドールを非医療的に使

用（乱用）した。イラン・イスラム共和国で実施されたレビュー研究から、トラマドールの

過去 1 年間の非医療的使用（乱用）経験率は男性で 4.9%、女性は 0.8%というプールされ

た推定値が導き出されている。また、学生集団でも同様の使用（乱用）レベルが推定されて

いる(男性と女性の学生でそれぞれ 4.8%と 0.7%)。常習的な非医療的使用（乱用）と薬物へ

の依存は、他の健康への悪影響とともに、イラン・イスラム共和国でも記録されており、

致死的でない薬物中毒の 13.1%、そして致命的な薬物中毒の 5.7%がトラマドールによるも

のと推定されている。サウジアラビアのリヤドにおける 2018 年の調査では、高校生と大学

生の 8.6%が非医療用トラマドールの使用（乱用）を報告している。  

これらの地域でのトラマドール使用（乱用）の地理的広がりと比較的高い経験率には、い

くつかの要因がある。薬物使用（乱用）に影響を与える通常の要因に加えて、研究対象集団

全体で報告された要因のひとつは、男性の性的スタミナを高めるためのトラマドール使用

（乱用）である。労働者や若者の間でトラマドールが使用（乱用）されるもう一つの一般的

な理由は、トラマドールの使用（乱用）がより高いエネルギーレベルとパフォーマンスの向

上につながると考えられていることである。薬局や違法市場でトラマドールが比較的簡単

な入手できること、低コスト、およびトラマドールが処方薬であるため安全であるという

認識もこれらの背景にある。 

一部の職業に、高いトラマドールの非医療的使用（乱用）経験率が認められる。ガーナの

農民と商用ドライバーを対象とした調査では、これらの集団のトラマドールの誤用の経験

率は 25〜28%であることが示されている。また、エジプトの工業地帯の労働者の間ではト

ラマドールの非医療的使用（乱用）経験率が高く、インタビューを受けた労働者の 25〜92%

が トラマドールを誤用していた。ナイジェリアで実施された調査では、インタビューを

受けたバス運転手の 19%がトラマドール誤用を報告している。  

トラマドールの問題のある非医療的使用（乱用）は、トラマドール使用（乱用）障害のた

め薬物治療を受ける者で高頻度に見られる。エジプト、イラク、ナイジェリア、アラブ首

長国連邦などの国は、薬物治療において最も頻繁にみられる主因薬物の 1 つがトラマドー
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ルであることを特に指摘している。ニジェール、リベリア、シエラレオネを含む他の国で

もかなりの数が報告されており、そのうちのいくつかは、トラマドール使用（乱用）障害に

対する治療の最近の急増を報告するものである。 

 

 

亜地域におけるオピオイド類とアヘン類による推定経験率と経験者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 オピオイド類使用（乱用） アヘン類使用（乱用） 

 経験率 

（％） 

使用者 

（百万人） 

経験率 

（％） 

使用者 

（百万人） 

北アメリカ 1.1 1.6 1.1 1.6 

西・中央アメリカ 2.4 6.9 0.2 0.5 

中近東/南西アジア 3.2 10.5 1.8 5.8 
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オピオイド危機は地域のホットスポットを超えて広がっているか? 

アフリカと中東以外のトラマドール 

トラマドールの非医療的使用（乱用）は、西、中央、北アフリカ、中東のホットスポット

以外のいくつかの国で報告されているが、押収に関しては、アジアとヨーロッパでのトラ

マドールの押収量は比較的小さい。2020 年には、アジアの 9 か国が合計 1.2 トンのトラマ

ドールの押収を報告し、インドは 39kg を除くそのすべてを占めている。 2019 年、インド

は 144kg の押収を報告し、他の 6 か国は合計 70kg の押収を報告した。ヨーロッパでは、

2020 年に合計約 96kg のトラマドールが 17 か国で押収され、その大部分はスウェーデン

(49 kg)とロシア連邦(33 kg)で押収されたものである。  

中国の廃水分析では、2016 年のトラマドールの平均消費量は、2017 年の人口 1,000 人あ

たり 1 日あたり 39.7 mg、人口 1,000 人あたり 1 日あたり 34.8 mg と推定されている。中

国で最も可能性の高いトラマドールの供給源は、処方箋によって得られたトラマドールで

あると考えられていたが、薬物使用が本質的に非医療的であるかどうかは結論付けられな

かった。  

トラマドールの非医療的使用（乱用）の兆候を報告した南アジアおよび東南アジアの他の

国には、マレーシア、ブータン、インド、ミャンマー、ネパール、スリランカ、韓国、お

よびタイがある。押収データは、アルメニア、タジキスタン、ウズベキスタンでも誤用さ

れていることを示している。  

米国では、トラマドールは非医療的使用（乱用）の観点でみると、すべての医薬品オピオ

イドの中で 4 番目にランクされており、2020 年に約 150 万人または 12 歳以上の人口の

0.5%がこの薬物の非医療的使用（乱用）を報告している。  

トラマドールの非医療的使用（乱用）は、他の医薬品オピオイドと比較して、ヨーロッパ

では低い状況が続いている。ヨーロッパを中心とした 22 か国の主に若者を対象としたオン

ライン調査であるグローバルドラッグサーベイは、トラマドールの使用（乱用）の過去 1 年

間の経験率が 6.4%であると報告している。2015 年から 2018 年に実施されたドイツ、イタ

リア、スペイン、英国 4 か国の複数の指標の分析研究では、一般集団におけるトラマドー

ル誤用の程度を他の一般的な医薬品オピオイドと比較して評価し、成人による誤用率はコ

デインが最も高く、オキシコドンが最も低いと報告している。トラマドールの非医療的使

用（乱用）は、スペインを除く各国で、医薬品アヘン類の中では 2 番目にランクされてい

る。  

ヨーロッパでは、毎年、トラマドール過剰摂取に起因する数百人の死亡が報告されてい

るが、その報告は通常、いくつかの国に集中している。2019/20 年には、地域全体でトラ

マドール過剰摂取に起因する 300 人以上の死亡例が報告された。トラマドールに起因する

過剰摂取による死亡のほとんどは英国で報告されたものである。イングランドとウェール

ズでは、オピオイドに起因する過剰摂取による死亡が過去 20 年間で増加しており、2020

年には、オピオイドに起因する 2,263 人の過剰摂取による死亡が報告されているが、その
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9%がトラマドールに起因していた。また、報告されたオピオイドの過剰摂取による死亡全

体の約 70%は男性であった。しかし、2020 年には、トラマドールの過剰摂取による死亡割

合が 60%に低下したので、トラマドールの過剰摂取による死亡に関する性差はそれほど顕

著でなくなった。フェンタニル類似体に関連するイングランドとウェールズでの死亡例は

2017 年と 2018 年にのみ記録された。  

ノルウェーでは、2000 年から 2019 年の間の過剰摂取による死亡に関するプールされたデ

ータから、オピオイドの過剰摂取に起因する死亡例が 3,000 人以上あることが示されてい

る。2003 年から 2019 年の間その死亡数は比較的安定していたが、同じ期間のヘロインに

起因する過剰摂取による死亡は減少している。これは、2000 年以降に記録された過剰摂取

による死亡の 3%以上を占めるフェンタニルやトラマドールなどの医薬品オピオイドに起

因する過剰摂取による死亡の増加によってヘロイン過剰摂取死が相殺されたことを示して

いる。全体でみるとアヘン関連の過剰摂取による死亡は男性の間でより一般的であった。

しかし、フェンタニルとトラマドールに起因するものを含むオピオイドについては過剰摂

取による死亡は女性の間でより一般的に見られた。 
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北米以外のフェンタニル 

フェンタニルの使用（乱用）はいくつかの国で報告されている。しかし、現在、フェンタ

ニル類(及び他の開発段階にある、または新規のオピオイド類) の急速な広がりを経験した

北米以外の国では、フェンタニル類の非医療的使用（乱用）の流行とそれに関連する健康へ

の影響の兆候はみられていない。北米でのフェンタニルの広がりを加速させる供給要因と

しては、次のようなものが考えられる；合成オピオイドおよびその類似体(主にフェンタニ

ル)のより簡易で効果的な製造方法の普及やインターネットから製造説明書が入手可能にな

ったことなどによって、薬物の製造が限られた少数の熟練した化学者による調製から「単

純なコック」による調製へ移行した；フェンタニル類似体および 研究段階のオピオイド発

見；薬物前駆体に対する効果的な管理と製造所の監視の欠如；郵便サービスとインターネ

ット使用を通じたリスク検知を低下させる（回避する）ような流通ネットワークの拡大；電

子商取引を含む合法的な貿易の増加。 

これらの要因を考慮すると、フェンタニルはオピオイド市場で依然として潜在的な脅威

である。フェンタニルの拡散は、いずれかの市場において使用（乱用）される主要なオピオ

イドが不足するような市場のダイナミクスが起こると、急速に発生する可能性がある。  

ヨーロッパには特に多様なオピオイド問題があり、さまざまな指標から複数の主要オピ

オイドが報告されている。これらには、ヘロイン、メサドン(違法またはストリートメサド

ン)、ブプレノルフィン、フェンタニルが含まれる。2012 年以降、ヨーロッパの薬物市場
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で 34 の新しいフェンタニルが確認され、ヨーロッパでのフェンタニル類の押収がより広が

っている。ヨーロッパで押収されたフェンタニルの量は、2019 年に合計 15kg に達したこ

とが 11 か国の報告で明らかになっているが、これは 2018 年に押収された量の 3 倍であっ

た。しかし、2020 年になると、ヨーロッパの 20 か国から報告されたフェンタニルの押収

量は約 6.8kg であった。これらの数字は、各国がフェンタニルに対して優先順位をあげ、

検知能力を増加させたこと、および/またはヨーロッパの違法市場での薬物の供給が増加し

たことを示唆している。 

フェンタニルとその類似体は、オンラインソースを介して、およびストリートレベルで

ヨーロッパ市場おいて販売されており、ヘロインまたは偽造ベンゾジアゼピンなどの他の

薬物と誤って表示または混入されることがある。ヨーロッパで特定され、過剰摂取による

死亡の比較的多くに関与している主なフェンタニル類似体は、シクロプロピルフェンタニ

ル、カルフェンタニル、アクリロイルフェンタニルであった (2018 年にはそれぞれ 78、

61、47 人が死亡)。ヨーロッパ市場でも、点鼻スプレーや電子タバコ蒸気吸引型の電子液

体など、フェンタニルの多様な使用（乱用）手段が懸念されている。 

フェンタニルは、一部の使用（乱用）がみられる小地域を除けば、ヨーロッパのオピオイ

ド市場ではまだ確立されていないようである。例えば、西ヨーロッパの選ばれた地域にお

ける注射器モニタリングプログラム（静脈注射で使用された薬物に関する情報収集）は、ビ

リニュスで収集および分析された注射器の 3 分の 1 にカルフェンタニルの残留物が含まれ

ていることを明らかにしている。パリ、オスロ、ケルン(ドイツ)では、採取された注射器

の 1%以下がフェンタニル残留物を含んでいた。 

2017 年から 2018 年の間、スウェーデン、エストニア、ドイツは、フェンタニルとその類

似体に関連する死亡数の著しい減少を報告した。一方、フィンランドは 4 例から 11 例に増

加したと報告した。ドイツでは、フェンタニル過剰摂取による死亡者数は安定しており、

2018 年以降毎年約 35 人が死亡している。過去にヘロインやフェンタニルなどのオピオイ

ドの使用（乱用）に起因する過剰摂取による死亡率が高いと報告したスウェーデンでは、

2016 年以降、死亡率は大幅に低下しており、2020 年にはフェンタニル類似体に関連する

死亡は記録されていない。   

エストニアでのヘロインの入手可能性の低下に続いて、3-メチルフェンタニルが 2002 年

に薬物市場に登場した。そして、2005 年までの間、3-メチルフェンタニルと 3-メチルフェ

ンタニルとフェンタニルの混合物が押収されたオピオイドの大部分を占め、過剰摂取によ

る死亡者数が増加した。2018 年には、フェンタニルとカルフェンタニルが、オピオイド常

習者が使用（乱用）する 2 つの主要な合成オピオイドとなった。しかし、それ以降は、過

剰摂取による死亡は大幅に減少した。2020 年になると、フェンタニルの入手可能性が低下

したことと持ち帰り用ナロキソンプログラムがより広範に展開されたことにより、薬物過

剰摂取による死亡は、2012 年の 170 人のピークから 31 人に激減した。  

アジアでは、インドと中国が 2018 年に 26.3kg のフェンタニルの押収を報告したが、そ
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れを除くとアジアからのデータは少ない。2020 年、アルメニア、中国、イスラエル、韓国

は、少量のフェンタニルの押収を報告した(合計 155 グラム)。  

2016 年から 2019 年の間、中国の 7 つの地域の 30 都市から収集された廃水サンプルによ

ると、フェンタニルは少数のサンプルでのみ検出され、別の採取ではサンプルのわずか

5%以下で低レベルのフェンタニル代謝物が検出された。  

オーストラリアでは、フェンタニルの非医療的使用（乱用）は珍しくない。2018 年には

フェンタニル、ペチジン、あるいはトラマドール過剰摂取による死亡が 189 人あった。こ

れはオピオイドを含むすべての薬物過剰摂取による死亡の 21%を占めるものであり、2018

年の死亡数 189 人は 2001 年の死亡数 14 人の 13 倍以上の増加である。オーストラリア全

土で実施された廃水分析によると、州都のサイトでのフェンタニルの一人当たりの平均消

費量は、2018 年 8 月から 2021 年 6 月の間に首都以外のサイトで観察されたものの約半分

であった(それぞれ 1,000 人あたり 1 日あたり約 4 回、1,000 人あたり約 8 回/日)。2018

年 12 月以前は、首都とその外でフェンタニルの消費量が着実に(均一ではないが)増加して

いた。しかし、その後は、すべてのサイトでフェンタニルの消費量は大幅に減少し、すべ

てのサイトで 1,000 人あたり 1 日あたり約 2 回に減少した。ただ、廃水分析では、フェン

タニルを含むオピオイドの使用が治療目的であるのか、非医療目的であるのか（乱用）を

区別できないことに注意が必要である。 
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